
伊丹市公衆浴場設備改善資金利子補給金交付要綱 

 

（目  的） 

第１条 この要綱は，一般公衆浴場営業者（以下「営業者」という｡)が生活措置基準を遵

守し，設備の近代化を促進するために株式会社日本政策金融公庫（以下「公庫」とい

う。）から必要な公衆浴場設備改善資金（以下「設備改善資金」という。）を借り入

れた場合，支払った利子の一部を補助することにより経営の安定及び公衆衛生の向上

に寄与することを目的とする。 

（補助対象） 

第２条 市は営業者が公庫から設備改善資金を借り入れた場合において支払った公庫貸付

の特別利率を適用する貸付並びに災害貸付及び生活衛生関係営業改善資金特別貸付に

係る利子（延滞利息を除く。「以下同じ。」）に対して予算の範囲内で補助するもの

とする。 

（利子補給金の額） 

第３条 利子補給の額は，毎年１月１日から１２月３１日までに営業者が公庫に支払った

利子に対し，当該年度において兵庫県が公衆浴場施設整備資金補給補助事業について

定める基準額の算定方法の例により計算した額とする。 

（利子補給金交付対象期間） 

第４条 利子補給金の交付対象となる期間は，公庫から貸付けを受けた日の属する月から

起算して７年以内とする。 

（利子補給金交付申請） 

第５条 利子補給金の交付を受けようとする営業者は，公衆浴場設備改善資金利子補給

金交付申請書（様式第１号）に公衆浴場設備改善資金支払証明書（様式第２号）を添

付して毎年１月１５日までに市長に申請しなければならない。 

（利子補給金交付決定および通知） 

第６条 市長は前条の規定による交付申請書を受理した時は，その内容を審査し，適正と

認めたときは利子補給金の交付決定を行ない公衆浴場設備改善資金利子補給金交付決

定通知書（様式第３号）によりその旨を申請者に通知しなければならない。 

２．市長は，前項の交付決定に当たり必要な条件を付すことができる。 

（利子補給金の請求および交付） 

第７条 利子補給金の交付決定を受けた営業者は，公衆浴場設備改善資金利子補給金交付

請求書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

２．市長は，前項の請求書を受理した時は，その内容を審査し，適正と認めたときは，速

やかに利子補給金を営業者が指定する預金口座に振り込むものとする。 

（書類の提出等） 

第８条 市長は，利子補給金交付事業の適正な執行を図るため，必要と認めるときは，営



業者に対して報告または関係書類の提出を求め，あるいは帳簿等を検査することがで

きる。 

（利子補給金の交付決定の取消し等） 

第９条 市長は営業者が次のいずれかに該当すると認めた場合は， 

利子補給金の交付決定の全部もしくは一部を取り消し，またはすでに交付した利子補

給金の全部もしくは一部を返還させることができる。 

⑴ この要綱に違反したとき。 

⑵ 第６条第２項の規定による条件に違反したとき。 

⑶ 補助金を当該目的以外に使用したとき。 

（遅延利息の納付） 

第１０条 営業者は，前条の規定により補給金の返還を命ぜられた場合において当該補給

金を納期までに納付しなかったときは，納期の翌日から納付の日までの日数に応じて，

その未納額につき年１０．９５％の割合で計算した額を遅延利息として納付しなけれ

ばならない。ただし，やむを得ない事情があると認めるときはこの限りでない。 

付 則 

（施行期日） 

１．この要綱は，昭和５３年４月１日から施行する。 

付 則 

（施行期日） 

１．この要綱は，昭和５８年４月１日から施行する。 

付 則 

（施行期日） 

１．この要綱は，昭和５９年１２月１５日から施行し，改正後の伊丹市公衆浴場設備改善

資金利子補給金交付要綱の規定は，昭和５９年１月１日以後に支払われた利子に係る

利子補給金から適用する。 

付 則 

（施行期日） 

１．この要綱は，平成１５年１２月１日から施行する。 

付 則 

（施行期日） 

１．この要綱は，平成２６年１月１日から施行する。 

付 則 

（施行期日） 

１．この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１．この要綱は，令和７年４月１日から施行する。 



様式第１号 

 

                           年  月  日 

 

 

  伊丹市長       様 

 

 

    住   所                            

 

               氏      名               

 

 

 

 

公衆浴場設備改善資金利子補給金交付申請書 

 

 

     年度公衆浴場設備改善資金利子補給金を下記のとおり交付くださるよう関係書

類を添付して申請します。 

 

 

記 

 

 

申請金額           円 

 



様式第２号 

公衆浴場設備改善資金支払証明書 

 

年  月  日 

 

※住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

                        

※氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

                        

※屋号 

                        

 

 

株式会社日本政策金融公庫代理店    

 

                                       ㊞ 

 

 

次のとおり相違ないことを証明します。 

 

融資日（借入年月日） 

 

        年   月   日 

融資金額（借入額） 

 

円 

    年末融資残高 

（未償還元金総額） 

 

円 

    年償還状況（    年１月１日から同年１２月３１日まで） 

償還元金総額  

円 

支払利息（延滞利息を除

く） 

 

利率（年利）   ％             

円 

備考 

 

 

※欄は証明を必要とする申請者において記入すること。 



様式第３号 

第   号  

                            平成  年  月  日 

 

 

 

  年度公衆浴場設備改善利子補給金交付決定通知書 

 

 

 

 様 

 

 

                          伊丹市長   

 

 

 

    年  月  日付で交付申請のあった公衆浴場設備改善利子補給金を、下記 

 

のとおり決定しましたので通知します。 

 

 

 

記 

 

 

 

交付決定額           円 



様式第４号 

 

                           年  月  日 

 

 

  伊丹市長       様 

 

 

    住   所                            

 

               氏      名                

 

 

  

 

公衆浴場設備改善資金利子補給金交付請求書 

 

 

記 

 

 

請求金額          円 

 

      （振込指定口座） 

 

銀 行 名 

 

 

 

支 店 名 

 

 

 

口 座 番 号 

 

 

 

口座名義人 

 

 

 

 

 


